
○近江八幡市学校給食費等補助金交付要綱 

令和４年７月２５日 

告示第２２６号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、義務教育課程にある児童生徒を養育する保護者の経済的負担を

軽減するため、保護者が負担する学校給食費等に要する経費に対し、予算の範囲内

において補助金を交付するものとし、その交付に関し近江八幡市補助金交付規則

（平成２２年近江八幡市規則第５５号。以下「規則」という。）に規定するものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

（令８告示３２・一部改正） 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 学校給食費等 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第３条第１項に規

定する学校給食及びそれと同じ目的で児童又は生徒が摂る食事として市長が認め

るものをいう。 

(2) 保護者 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条に規定する保護者

及び保護者に準ずる者として市長が認める者をいう。 

(3) 近江八幡市立学校 近江八幡市小学校条例（平成２２年近江八幡市条例第１

１０号）及び近江八幡市中学校条例（平成２２年近江八幡市条例第１１１号）に

規定する市立学校をいう。 

（令６告示３２４・令８告示３２・一部改正） 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、近江八幡

市（以下「本市」という。）に住所を有し、かつ、次の各号のいずれかに該当する

者を養育する保護者とする。 

(1) 近江八幡市立学校に在籍する児童又は生徒のうち、食物アレルギー等の理由

により学校給食を喫食していない者。 



(2) 学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第９条に規定する市外の公

立小学校、中学校又は義務教育学校に在籍している者 

(3) 特別支援学校の小学部又は中学部に在籍している者 

(4) 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人の設置

する小学校、中学校又は中等教育学校（前期課程に限る。）に在籍している者 

(5) その他市長が特に必要と認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助対象者としない。 

(1) 学校給食費に未納がある保護者 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護、学校教育法第１９条

の規定による就学援助費その他公的扶助制度により学校給食費に相当する額の支

給を受けている保護者 

(3) 前項第２号から第５号までに該当する者のうち、学校給食に相当する食事を

無償で提供を受けているもの 

（令６告示３２４・令８告示３２・一部改正） 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、小学校（特別支援学校の小学部等小学校に相当するものを含

む。以下同じ。）の児童にあっては１年度につき５７，２００円、中学校（特別支

援学校の中学部及び中等教育学校の前期課程等中学校に相当するものを含む。以下

同じ。）の生徒にあっても１年度につき５７，２００円とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる支弁又は負担金の支給の対象者となった場

合の補助金の額は、その支弁額又は負担金を補助金の額から減じた額とする。 

(1) 特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和２９年法律第１４４号）第２

条第１項第２号に規定する支弁 

(2) 特別支援教育就学奨励費負担金等及び要保護児童生徒援助費補助金交付要綱

（昭和６２年５月２２日文部大臣裁定）第３条に規定する負担金 

３ 前２項の規定にかかわらず、本市に転入又は本市から転出した場合などの補助金

の額は、同２項の規定に基づく補助金の額を、８月を除いた１１で除した額に、８

月を除いた次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める月数を乗じて得た額



（１円未満の端数は切捨て）とする。 

(1) 転出した場合 ４月から転出した日の属する月まで（当該日が１日の場合は

前月まで） 

(2) 転入した場合 転入した日の属する月の翌月から（当該日が１日の場合は同

月から）３月まで 

(3) 年度中に喫食しなくなった場合 喫食しなくなった日の属する月の翌月から

（当該日が１日の場合は同月から）喫食を開始する月の前月までの月数 

（令６告示３２４・令８告示３２・一部改正） 

（補助金の交付申請等） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、近江八幡

市学校給食費等補助金交付申請書兼請求書（別記様式第１号。以下「申請書兼請求

書」という。）を補助金の交付の申請をしようとする年度の３月２０日までに市長

に提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、第３条第１項第２号から第５号までに規定する者に係る申

請者は、当該児童又は生徒の在籍する小学校又は中学校等の在学証明書（これに類

するものを含む。）を提出しなければならない。 

（令６告示３２４・令８告示３２・一部改正） 

（補助金の交付決定等） 

第６条 市長は、申請者から申請書兼請求書の提出があった場合は、速やかにその内

容を審査し、補助金の交付の決定をしたときは近江八幡市学校給食費等補助金交付

決定（額の確定）通知書（別記様式第２号。以下「交付決定及び額の確定通知書」

という。）により、補助金を交付しないと決定したときは近江八幡市学校給食費等

補助金不交付決定通知書（別記様式第３号）により、申請者に通知するものとす

る。 

２ 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、補助金の交付の決定を受けた申請者

（以下「交付決定者」という。）に補助金を交付するものとする。 

（令６告示３２４・一部改正） 

（補助金交付の条件） 



第７条 交付決定者は、第５条に規定する申請の内容を変更しようとするとき、又は

中止しようとするときは、近江八幡市学校給食費等補助金変更承認申請書（別記様

式第４号）に変更又は中止の内容が確認できる書類を添えて市長に提出し、あらか

じめその承認を受けなければならない。 

２ 市長は、補助金の交付の決定の内容を変更したとき、又は補助金の交付の取消し

をしたときは、近江八幡市学校給食費等補助金変更（取消し）決定通知書（別記様

式第５号）により、交付決定者に通知するものとする。 

（令６告示３２４・一部改正） 

（実績報告等） 

第８条 交付決定者に係る規則第１１条に規定する実績の報告については、申請書兼

請求書が提出されたことによりなされたものとし、規則第１２条の補助金の額の確

定については、交付決定及び額の確定通知書によりなされたものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

（令和４年度の特例） 

２ 第４条第１項及び第２項の規定にかかわらず、令和４年度に交付する補助金の額

は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 第２子 小学校の児童にあっては１０，０００円、中学校の生徒にあっては

１１，０７５円 

(2) 第３子以降 小学校の児童にあっては２０，０００円、中学校の生徒にあっ

ては２２，１５０円 

（令６告示３２４・一部改正） 

３ 第４条第３項の規定にかかわらず、令和４年度に本市に転入又は本市から転出し

た場合の補助金の額は、前項各号の規定に基づく補助金の額を６で除した額に、次



の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める月数を乗じて得た額（１円未満の端

数は切上げ）とする。 

(1) 転出した場合 １０月から転出した日の属する月まで（当該日が１日の場合

は前月まで） 

(2) 転入した場合 転入した日の属する月（以下「転入月」という。）の翌月か

ら３月まで。この場合において、転入月が４月から９月までの場合は１０月から

とし、当該日が１日の場合は同月からとする（転入月が４月から９月までの場合

を除く。）。 

付 則（令和６年告示第３２４号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、改正前の近江八幡市学校給食費等補助金交付

要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、なお従前の例による。 

付 則（令和７年告示第２７３号） 

この告示は、令和７年１２月２日から施行する。 

付 則（令和８年告示第３２号） 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



別記様式第１号（第５条関係） 

（令６告示３２４・全改、令８告示３２・一部改正） 

別記様式第２号（第６条関係） 

（令６告示３２４・全改） 

別記様式第３号（第６条関係） 

別記様式第４号（第７条関係） 

（令７告示２７３・一部改正） 

別記様式第５号（第７条関係） 

（令６告示３２４・一部改正） 

 


